
別紙 

＜根拠法令＞ 

〇障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号） 

第５条（略） 

２から１６まで（略） 

１７ この法律において「共同生活援助」とは、障害者につき、主として夜間において、共同生

活を営むべき住居において相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助を

行うことをいう。 

１８から２８まで（略） 

（介護給付費又は訓練等給付費） 

第２９条 市町村は、支給決定障害者等が、支給決定の有効期間内において、都道府県知事が指

定する障害福祉サービス事業を行う者（以下「指定障害福祉サービス事業者」という。）若し

くは障害者支援施設（以下「指定障害者支援施設」という。）から当該指定に係る障害福祉サ

ービス（以下「指定障害福祉サービス」という。）を受けたとき、又はのぞみの園から施設障

害福祉サービスを受けたときは、主務省令で定めるところにより、当該支給決定障害者等に対

し、当該指定障害福祉サービス又は施設障害福祉サービス（支給量の範囲内のものに限る。以

下「指定障害福祉サービス等」という。）に要した費用（食事の提供に要する費用、居住若し

くは滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用又は創作的活動若しくは生産活動に要

する費用のうち主務省令で定める費用（以下「特定費用」という。）を除く。）について、介護

給付費又は訓練等給付費を支給する。 

２から８まで（略） 

（指定障害福祉サービス事業者の指定） 

第３６条 第二十九条第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定は、主務省令で定めるとこ

ろにより、障害福祉サービス事業を行う者の申請により、障害福祉サービスの種類及び障害福

祉サービス事業を行う事業所（以下この款において「サービス事業所」という。）ごとに行う。 

２から５まで（略） 

（指定障害福祉サービスの事業の基準） 

第４３条 指定障害福祉サービス事業者は、当該指定に係るサービス事業所ごとに、都道府県の

条例で定める基準に従い、当該指定障害福祉サービスに従事する従業者を有しなければなら

ない。 

２ 指定障害福祉サービス事業者は、都道府県の条例で定める指定障害福祉サービスの事業の

設備及び運営に関する基準に従い、指定障害福祉サービスを提供しなければならない。 

３から４まで（略） 

（指定の取消し等） 

第５０条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定障害福祉

サービス事業者に係る第二十九条第一項の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全

部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一から二まで（略） 

三 指定障害福祉サービス事業者が、当該指定に係るサービス事業所の従業者の知識若しく

は技能又は人員について、第四十三条第一項の都道府県の条例で定める基準を満たすこと



ができなくなったとき。 

四 指定障害福祉サービス事業者が、第四十三条第二項の都道府県の条例で定める指定障害

福祉サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定障害福祉サービスの

事業の運営をすることができなくなったとき。 

五 介護給付費若しくは訓練等給付費又は療養介護医療費の請求に関し不正があったとき。 

六から七まで（略）  

八 指定障害福祉サービス事業者が、不正の手段により第二十九条第一項の指定を受けたと

き。 

九から十二まで（略） 
２から３まで（略） 

  



〇東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成２４

年東京都条例第１５５号） 

(指定障害福祉サービス事業者の一般原則) 

第３条 指定障害福祉サービス事業者(第三章、第四章及び第七章から第十三章までに掲げる事

業を行うものに限る。)は、利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画(以

下「個別支援計画」という。)を作成し、当該個別支援計画に基づき利用者に対して指定障害

福祉サービスを提供するとともに、当該指定障害福祉サービスの効果について継続的な評価

を実施することその他の措置を講じることにより利用者に対して適切かつ効果的に指定障害

福祉サービスを提供しなければならない。 

２ 指定障害福祉サービス事業者は、利用者又は当該利用者である障害児の保護者の意思及び

人格を尊重し、常に当該利用者又は利用者である障害児の保護者の立場に立って指定障害福

祉サービスを提供するよう努めなければならない。 

３ 指定障害福祉サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、従業者に対し、研修の実施その他の必要な措置を講じなければならない。 

(従業者の配置の基準) 

第１９４条 指定共同生活援助の事業を行う者(以下「指定共同生活援助事業者」という。)は、

当該事業を行う事業所(以下「指定共同生活援助事業所」という。)ごとに、次に掲げる従業者

を規則で定める基準により置かなければならない。 

一 世話人 

二 生活支援員 

三 サービス管理責任者 

(管理者) 

第１９５条 指定共同生活援助事業者は、各指定共同生活援助事業所において指定共同生活援

助事業所を管理する者(以下この条において「管理者」という。)を置かなければならない。 

２ 管理者は、専ら当該指定共同生活援助事業所の管理に係る職務に従事する常勤の者でなけ

ればならない。ただし、当該指定共同生活援助事業所の管理上支障がない場合は、当該指定共

同生活援助事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができ

る。 

３（略） 

(設備) 

第１９６条 （略） 

２（略） 

３ 共同生活住居の配置、構造及び設備は、利用者の特性に応じて工夫されたものでなければな

らない。 


